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１. 18年 9月中間期の連結業績(平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日)

(注)

(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

504,513 60.0 31,755 86.7 32,186 74.8
315,305 12.6 17,007 18.1 18,414 16.2
724,349 44,624 46,804

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

19,619 102.3 61.43 59.99
9,698 12.8 44.47 42.46
27,285 109.64 105.50

(注) ①持分法投資損益 18年 9月中間期   72 百万円   17年 9月中間期  377 百万円   18年 3月期  821 百万円

②期中平均株式数(連結) 18年 9月中間期  319,390,192 株   17年 9月中間期  218,099,716 株   18年 3月期  243,527,596 株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

876,492 329,221 35.9 1,030.34
531,161 158,681 29.9 724.72
849,233 299,664 35.3 937.03

(注) 期末発行済株式数(連結) 18年 9月中間期  319,527,209 株   17年 9月中間期  218,956,715 株   18年 3月期  319,177,443 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

43,742 △ 34,174 1,100 60,778
14,226 △ 20,106 5,133 35,607
51,895 △ 37,731 △ 9,491 49,548

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数  92 社    持分法適用非連結子会社数  0 社    持分法適用関連会社数  11 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結(新規)  5 社  (除外)  0 社    持分法(新規)  0 社  (除外)  0 社

２. 19年 3月期の連結業績予想(平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日)

百万円 百万円 百万円

1,010,000 65,000 39,000
(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期)    122 円 06 銭

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって
予想数値と異なる場合があります。

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

17年9月中間期の業績は、光洋精工株式会社の業績を記載しております。 また、18年3月期の業績は、光洋精工株式会社の平成17年

4月から12月までの9ヶ月間の業績と、株式会社ジェイテクトの平成18年1月から3月までの3ヶ月間の業績を合算したものであります。
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    当社グループは、当社、子会社132社および関連会社22社で構成され、機械器具部品および工作機械等の製造販売を主な事業としており、
 各子会社および各関連会社等の各々の事業に係る位置づけは次の通りであります。

その他の関係会社

国内販売会社 国内製造・販売等会社
☆ 光洋販売㈱  機械器具部品事業

☆ 明和商工㈱ ☆ ㈱CNK

☆ コーヨー日軸㈱ ☆ ダイベア㈱＊

☆ ㈱久永洋行 ☆ 宇都宮機器㈱

☆ コーヨー光和㈱ ☆ 光洋メタルテック㈱

☆ 東京光洋ベアリング㈱ 他 ☆ ㈱ジーケーエヌ・ジェイテクト

☆ 豊田工機トルセン㈱

☆ ㈱ケージェーケー

☆ 日本ニードルローラー製造㈱

☆ 光洋熱処理㈱

☆ エーコー精密㈱

※ 富士機工㈱ 他

 工作機械等事業

☆ 光洋機械工業㈱

☆ 豊興工業㈱

☆ 光洋シーリングテクノ㈱

☆ 光洋サーモシステム㈱

☆ 光洋電子工業㈱

☆ ㈱豊幸

海外販売会社 ☆ 豊田バンモップス㈱

☆ JTEKT EUROPE S.A.S. ☆ 豊ハイテック㈱

☆ EUROPA-KOYO B.V. ☆ フォーミックス㈱

☆ KOYO DEUTSCHLAND GMBH ☆ ㈱TKエンジニアリング

☆ KOYO FRANCE S.A. ☆ ㈱戸谷製作所

☆ KOYO (U.K.) LTD. ※ 三井精機工業㈱ 他

☆ KOYO ITALIA S.R.L.

☆ KOYO IBERICA, S.L.

☆ KOYO KULLAGER SCANDINAVIA A.B.

☆ AUTOMATIONDIRECT.COM INC.

☆ KOYO CANADA INC.

☆ KOYO MACHINERY U.S.A., INC. 海外製造・販売等会社
☆ JTEKT (THAILAND) CO., LTD.  機械器具部品事業

☆ KOYO SINGAPORE BEARING PTE. LTD. ☆ JTEKT AUTOMOTIVE DIJON SAINT-ETIENNE S.A.S.

☆ KOYO AUSTRALIA PTY. LTD. ☆ JTEKT AUTOMOTIVE LYON S.A.S.

☆ KOYO LATIN AMERICA, S.A. ☆ JTEKT HPI S.A.S.

※ MARZORATI COMPONENTI INDUSTRIALI S.P.A. 他 ☆ KOYO BEARINGS (EUROPE) LTD.

☆ KOYO ROMANIA S.A.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE UK, LTD.

☆ KOYO CORPORATION OF U.S.A.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-VONORE, CO.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE VIRGINIA, INC.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-MORRISTOWN, INC.

☆ TOYODA MACHINE WORKS (THAILAND) CO., LTD.

☆ KOYO STEERING (THAILAND) CO., LTD.

☆ JTEKT AUTOMOTIVE (MALAYSIA) SDN. BHD.

☆ KOYO MANUFACTURING (THAILAND) CO., LTD.

☆ JTEKT AUTOMOTIVA BRASIL LTDA. 他

 工作機械等事業

その他の会社 ☆ TOYODA MITSUI EUROPE GMBH

☆ コーヨーサービス㈱ ☆ TOYODA MACHINERY USA CORP.

☆ ㈱TKヒューマン ☆ KOYO THERMO SYSTEMS KOREA CO., LTD.

☆ JTEKT NORTH AMERICA, INC. 他 ☆ 豊田工機(大連)有限公司 他

企   業   集   団   の   状   況
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    トヨタ自動車㈱

            は製品・部品 等の流れ
  ☆印は連結子会社、※印は持分法適用会社
  ＊ダイベア㈱は、㈱大阪証券取引所市場第2部に上場しております。
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１．経営の基本方針

当社グループは、

① 新たな価値を創造し、広く社会に「喜びと感動」を提供する 

② グローバルで革新的な経営により、社会との調和ある成長を目指す 

③ 人間尊重を基本に、明るく活力ある企業風土をつくる 

④ 安全で豊かなくらしの実現に取り組む 

２．中長期経営戦略

ステアリング事業につきましては、

① 技術開発力の強化と商品ラインアップの充実

② コスト競争力の強化

③ グローバル供給力の拡充と運営基盤の強化

駆動系部品事業につきましては、

① 市場ニーズを先取りした製品開発とスピーディな商品化

② グローバル最適生産体制の構築

ベアリング事業につきましては、

① 重点分野別の商品戦略の展開

② 商品開発体制の強化

③ 最適生産・最適調達の展開強化

工作機械・その他の事業につきましては、

① 商品力の強化及びきめ細かい商品別戦略の展開

② 販売対象分野の拡大

を進めてまいります。

ために、

ために、

して、

経     営     方     針

自動車用ベアリングでは世界Ｎｏ.１を目指し、産業用ベアリング３分野（鉄鋼、風力発電、工作機械）において

最新技術と最高品質の生産システムを提供し続け、Ｎｏ.１技術を備えたシステムサプライヤーを目指す

は、集中と選択によりターゲットを絞り込み、それぞれの分野で世界トップレベルの地位を目指すために、

当社グループは総合力を高め、環境変化への柔軟な対応、顧客ニーズを先取りした商品開発および強い

現場力で、事業の成長性と安定した収益性の確保を図るため重点的な経営資源配分を行うとともに、合併

によるシナジー効果を最大限に発揮し、さらに徹底した顧客第一主義の経営を進めてまいります。

世界のステアリング業界でリーディングポジションを確立し、グローバルＮｏ.１のシステムサプライヤーと

以上を経営の基本姿勢として、ステアリング、駆動、ベアリング、工作機械・その他の事業における多彩な商

品群の開発・製造・販売を通じて、世界に認知され、社会の信頼に応え、期待され尊敬されるグローバル優

良企業と しての地位を確保するとともに、人々の幸福と豊かな社会づくりへの貢献を目指してまいります。

魅力ある商品を、タイムリーに提供できる、世界トップレベルのドライブライン系サプライヤーに成長する
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位性を活かした事業運営を図ってまいります。

また、全ての部門において安全と品質を第一方針として掲げ、より一層の取り組みを進めてまいります。

３．利益配分に関する基本方針

お応えしてまいりたいと考えております。

当社は、安定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向等を総合的に勘案の上、配当額を決定して

おります。 内部留保資金につきましては、今後の事業展開に活用していくこととし、株主の皆様のご期待に

このように、当社グループはあらゆる事業領域に対応するため、全ての技術を結集し、当社グループの優
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１．当中間期の概況

２．通期の見通し

３．財政状態

平成１９年３月期の通期の業績につきましては、連結売上高１兆１００億円、連結経常利益６５０億円、

今後の見通しにつきましては、企業収益の好調さが家計部門へ波及するなど、国内民間需要に支えられた

景気回復の続くことが期待されますが、一方、原油や素材価格の動向、米国経済の先行きなど不透明な要因

金の増加であり、前年同期に比べ２９５億１６百万円の増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フ

活用による収益基盤の強化につとめ、経営環境の変化に対処し、皆様のご期待に応えてまいりたいと考えて

連結当期純利益３９０億円を見込んでおります。

経  営  成  績  及  び  財  政  状  態

当中間期におけるわが国経済は、原油をはじめ原材料価格の高騰および金利の上昇の影響などがありまし

たものの、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善などの動きが見られ、緩やかなが

の効果などにより、３２１億８６百万円と前年同期比７４.８％の増益となりました。 連結中間純利益は、前年

ら回復基調を持続してまいりました。

示し、欧州経済も堅調な動きとなりました。また、米国経済も個人消費や設備投資に支えられ底堅く推移い

事業別に見ますと、

機械器具部品事業におきましては、ステアリング、駆動系部品およびベアリングいずれもが自動車業界向

工作機械等事業におきましては、合併による効果に加え、国内をはじめアジアにおいて工業用熱処理炉等

けを中心に日本・海外ともに、販売は順調に拡大し、４,０２９億３７百万円となりました。

また、海外におきましても、アジア経済は中国経済の拡大が寄与したことなどから、引き続き高い成長を

一層強固な品質管理体制の確立などに取り組んでまいりました。

して６０.０％の増収となりました。

その結果、当中間期の連結売上高は５,０４５億１３百万円と前年同期に比べ１,８９２億７百万円、率に

たしました。

このような経営環境の中で、当社グループといたしましては、市場ニーズを先取りする新製品の開発や、

の販売が好調に推移したことなどにより、１,０１５億７５百万円となりました。

連結経常利益につきましては、原材料等の価格上昇などの影響がありましたものの、売上高が増加したこと

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは４３７億４２百万円の資

当期の中間配当金につきましては、１株につき９円とさせていただきます。

同期に比べ１０２.３％増益の１９６億１９百万円となりました。

も多く、国内外とも、なお予断を許さない状況が続くものと予想されます。

このような中で、当社グループは、合併によるさらなるシナジー効果が発揮できるよう、経営資源の有効

おります。
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なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。

(注) 株主資本比率 ： 株主資本／総資産

時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息の支払額

・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

・株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

・債務償還年数は、中間期では、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため、2倍して算出しております。

４．事業等のリスク

られる主な事項は以下のとおりであります。

なお、文中における将来に関する事項は、当中間期末現在において判断したものであります。

(1) 自動車業界及び自動車市場の動向が業績に及ぼす影響について

が現在の見通しどおりに推移する保証はありません。

ます。

これらのことから、当社グループの業績は自動車業界および自動車市場の動向に影響を受けることがあり

なお、当社の筆頭株主であるトヨタ自動車株式会社との取引金額は、連結売上高の20％を超えております。

ステアリングは、自動車の進行方向を自由に変えるためのハンドル操作を適切にタイヤに連動させる操舵

また当社グループは、日本をはじめグローバルな自動車の需要見通しおよび顧客より提示される自動車

の売上見通し等を総合的に検討し、判断の上で経営資源の効率的な投入を行っておりますが、将来の需要

利点を有する重要な部品であり、当社グループでは、売上高のおよそ過半が自動車業界向けであります。 工

作機械につきましても、その受注は自動車業界からのものが中心であります。

当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考え

装置であり、大半を自動車業界向けに製造販売しております。 一方、ベアリングは、各産業において広く使用

される部品であり、その役割は軸を円滑に回転させるとともに、長時間にわたって高精度を維持し、かつ経済的

当社グループは機械器具部品（主力製品：ステアリング、ベアリング等）および工作機械の製造販売を主な

事業としております。

14.9       

3.8       

43.9       61.1       

結果、当中間期末における現金及び現金同等物は６０７億７８百万円となり、前期末に比べ１１２億２９百

ローは、固定資産の取得などにより、３４１億７４百万円の資金の減少であり、前年同期に比べ１４０億６８百

万円の減少となり、財務活動によるキャッシュ・フローは１１億円の資金の増加であり、前年同期に比べ

４０億３２百万円の減少となりました。これらに新規連結に伴う増加額および換算差額の増加を加算した

平成18年9月
中    間    期

23.7       

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

 株主資本比率(％)

 時価ベースの株主資本比率(％)

 債務償還年数(年)

 インタレスト・カバレッジ・レシオ

28.3       

3.2       

14.8       

35.3       

88.3       

3.8       

22.5       

35.9       

83.5       

2.4       

24.3       

万円の増加となりました。
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(2) 製品開発力等の競争力が業績へ及ぼす影響について

(3) 海外展開による業績への影響について

当社グループの業績は、海外の景気動向、為替相場の変動等の影響を受けることがあります。 

(4) 品質問題による業績への影響について

ができないケースも想定されます。

があります。

(5) 災害による業績への影響について

の業績は災害による影響を受けることがあります。

(6) 法改正、訴訟等による業績への影響について

等の影響を受けることがあります。

るアンチダンピング課税については、税率の動向および課税賦課品目の見直し内容によっては、新たな損

失が発生することも想定されます。 これらのことから、国内外を問わず、当社グループの業績は法改正や訴訟

して、当社が予期し得ない法規制等の改正等が行われることがあります。 また、これらの改正等が当社にとっ

て不利益に作用する場合や、訴訟等により賠償義務が発生する可能性も否定することはできないと考えてお

ります。 当社グループは機械器具部品および工作機械などを製造販売するメーカーであり、製造物責任に

ついては上記に記載のとおり保険付保等の一定のリスクヘッジも行っておりますが、一例として、米国におけ

ために各種事前対策、発生時対策を講じております。 しかしながらこれらにより、罹災時リスクの一掃を図る

ことは難しいものと考えております。 取引先の罹災による生産活動停止等の外部要因も含め、当社グループ

世界各国にはさまざまな法規制等が存在しており、当社グループがグローバルな事業展開を行う上では、

これらを十分に意識した対応を過去より行っております。 しかしながら社会情勢および景気動向等から、時と

将来にわたって完全に排除することは、困難なものと認識しております。 また製造物責任等については、保険

加入によるリスクヘッジも行っておりますが、訴訟等により高額の賠償請求を受けた場合には、十分なカバー

これらに伴う社会的信用の低下、取引停止等も含め、当社グループの業績は品質問題の影響を受けること

当社グループは東海・東南海・南海地震などの大規模災害を想定し、災害発生時の被害の最小化を図る

なっております。 当社グループはグローバル供給・調達体制の推進や為替予約等により、海外展開によるリ

スクの軽減を図っておりますが、それらによって全てのリスクを排除することは不可能であります。 従いまして、

当社グループは日本で初めてISO/TS16949(2002年度版)を取得するなど、「品質」を経営の最重要事項

の一つとして掲げております。 しかしながら一般的に、製品の開発・製造等における品質上のリスクの全てを

て顧客要求を満たすべく努力しております。 しかしながらこれらの施策が必ずしも顧客のニーズを満足させ、

将来にわたって常に他社を上回る競争力を保持し続けることができるかどうかは予測困難であります。 従い

まして、当社グループの業績は企業間競争の結果の影響を受けることがあります。

当社グループはグローバルな事業展開を行っており、連結売上高に占める海外売上高の割合は、49.0％と

当社グループの事業は、同業他社との激しい企業間競争に晒されております。 一方、近年、顧客のニーズ

(スペック要求・コスト低減)はより高く、かつ開発期間の短縮化も求められております。 当社グループとしては

製品開発力の強化はもちろんのこと、生産準備期間の短縮、生産の仕組改革等さまざまな面から施策を講じ
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(単位 百万円)

１． 受取手形割引高

２． 受取手形裏書譲渡高

３． 有形固定資産の減価償却累計額

４． 保証債務

５． 自己株式の数 ２１７，２８１ 株

前 期

(平成18年3月31日現在)

５７５，３９８ 百万円

５，１３０ 百万円

前       期
６８１ 百万円

５０ 百万円

△

△

中   間   連   結   貸   借   対   照   表

１７８，７７７

△

１０９，３９５

△

８４９，２３３

△

４１８

２，４７８ ２，６０９ ２，４６６

△

△

４１２４０１ △

１３，３５３

１，５３７

４３５，０５１ ２４５，１０８ ４２５，００７

△６３４１，３７６

１４，０５４ ２３，７１９

６１，３３４ ３６，２７２ ５０，２０３

４４１，４４１ ２８６，０５２ ４２４，２２５

２３２，１４５ １５１，７６５ ２２１，６２７

１２，２４５

１０，４５８

５１，４５６

２０，３１６

３，８４６

３０９，１３１

７３，１５１

１４，６５６

１５３，７４７

４５５

１０，８６３

６，７８０

９２９

２，９１７

１１２，０２９

８４，５６８

－

(注)
当 中 間 期 前年中間期

資 産 合 計 ８７６，４９２ ５３１，１６１

１４，０５６

５９４，０３９

投 資 そ の 他 の 資 産

４７

６２，４５２

４４，０６４

８９，９９６

６，１０５

２６，２８９

５７

２２２，１５８

１，４３５

３，４５１

３９，２１９

１１，７９９

２２７

百万円３，２０３

株

百万円

百万円

百万円

百万円

株１７９，３９７

百万円

百万円 ３９９，１０１

１，１３０

２，７４７

１１，６８０

２，５４９

１１３，６１３ ７６，５２１

４５

百万円

１２，３２２

３，８７８

４９７

５５

２２，３１２

２，８４６

７６，５４４

１６３，２２８

１０，１６１

７９，５８６

５１，９６９

２０，２２６

３，５２５

－

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

４３９

１１，６３４

６，５５７

投 資 有 価 証 券

出 資 金

土 地

建 設 仮 勘 定

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

固 定 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

( 資  産  の  部 )

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在)

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

工 具 器 具 備 品

５２

１１５，５０３

８，０２６

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

有 形 固 定 資 産 ３２２，１３０

６７８ －
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(単位 百万円)

負 債 及 び 純 資 産 合 計 ８７６，４９２

純 資 産 合 計 ３２９，２２１

２，５８９品 質 保 証 引 当 金 ２，８３３

株 主 資 本 ２９３，８３１

資 本 金

利 益 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

９，９９３

５２，２５０

１，５８２

負 債 合 計

自 己 株 式

５４７，２７１

３６，０４４

資 本 剰 余 金 ９８，６９３

( 純  資  産  の  部 )

評 価 ・ 換 算 差 額 等

８，８６２

△ ３０５

２１，２５４

１，６７３

１０，０００

１，４０７

－

３０，０００

８２８

１２０，５６４

４，４９９７，７９２そ の 他

社 債

転 換 社 債

未 払 法 人 税 等

固 定 負 債

未 払 費 用

役 員 賞 与 引 当 金

( 負  債  の  部 )

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

流 動 負 債

１０，０００

一 年 以 内返済長期借入金

一 年 以 内 償 還 社 債

一 年 以 内 償 還 転 換 社 債

１３，７３６

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在)

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 借 入 金

新 株 予 約 権 付 社 債

７１，４１５

２，８２５

６０，９３７

１５９，３９９

１，２２４

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

３７，０９６

１０，７７７

３００

－

２１，５７６

６，８２１

４，９１１

１，７２６

４０，０００

１，０３７

８，９８７

７１，３９７

５３６，２４４

３，７４１

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ ４，４２１

６１，４５２

１，６９９

４３，０８８

１，２０１

２５，６７５

１４，１３５

３６２，３０６

－

１５，０９５

－

前 期

(平成18年3月31日現在)

６５，３４４

１１，３８７

３４，４１６

３６９，５０５ ２４１，７４１ ３４６，２０１

－ ３６６

１８９，０８０ １２５，０１３

７２，０８７ ６１，８９３

６，３７１

１７７，７６６

２５，８０１ １６，６６０ ３０，２６２

１９０，０４２

１，０４１

－ －

１８０，７３３
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(単位 百万円)

８４９，２３３

１５８，６８１ ２９９，６６４

９８，５１８

３５，８７７

１３，３２４

５４，３３５

１０，１７８

前 期

(平成18年3月31日現在)

１４４，２４４

２７，６８１

２８０

６，３７６

１９３

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

(平成18年9月30日現在) (平成17年9月30日現在)

( 少 数 株 主 持 分 )

１０，１７３

３５，０１０

６９，７８２

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

( 資  本  の  部 )

△

△

１０，４３１ △

△

５３１，１６１
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(単位 百万円)

５４４

１，２６４

－ １，２９１

－ ６３９

１，３４３

１５６１７３ １５

減 損 損 失 １１３

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他

税金等調整前中間(当期)純利益

品 質 保 証 引 当 金 繰 入 額

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

有 価 証 券 売 却 益 －

２０９

３５

そ の 他

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

棚 卸 資 産 廃 棄 損

合 併 関 連 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

雑 損 失

経 常 利 益

受 取 利 息 配 当 金

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 外 収 益

９，６９８ ２７，２８５１９，６１９

６，６９３

１，０９１ ３７４ １，１３３

３，４３５

７９８ １８２ ４２３

４，５１３

１，６９８

３，００４

２，２７１

２０，５５７

１，３０７

４，７３８

５，６９２

３０７

８，１５７

４４，８０４

３，４６２

２，４８４

１，７３５

３０

４６，８０４

６，１５７

３９，５４８

４１５，５８２ ２５８，７４９ ５９１，７８３

５０４，５１３ ３１５，３０５ ７２４，３４９

２，０２８

５０７

２９

－

１，１１７

１５，８９１

２９６

１，１５３

－

－

３０，９６１

７８８

４２５

－

８９４

－

６０９

１８，４１４

４４

２，３９８

１，１３３

９，７５５

－

－

－

中   間   連   結   損   益   計   算   書

科 目
前 年 中 間 期当 中 間 期

平成18年 4月 1日から
平成18年 9月30日まで

平成17年 4月 1日から
平成17年 9月30日まで

前 期

平成17年 4月 1日から
平成18年 3月31日まで

３，１５０

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

１７，００７

８７，９４１

４４，６２４

８８，９３１ ５６，５５６ １３２，５６６

５７，１７５

８２１

－

１，７４２

７２ ３７７

３１，７５５

１，３０５

３２，１８６

６，５１８

１，４３４ ２，５６７

△ △
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 ３５，８７７ ９８，５１８ １４４，２４４ △ ２８０ ２７８，３５９

１０４ １０４ ２０８

６２ ６２ １２５

△ ２，８７２ △ ２，８７２

△ ５２２ △ ５２２

１９，６１９ １９，６１９

△ ３１ △ ３１

８ ６ １４

△ １，０７０ △ １，０７０

１６７ １７５ １５，１５４ △ ２５ １５，４７１

３６，０４４ ９８，６９３ １５９，３９９ △ ３０５ ２９３，８３１

 ２７，６８１ △ ６，３７６ ２１，３０４ １３，３２４ ３１２，９８９

２０８

１２５

△ ２，８７２

△ ５２２

１９，６１９

△ ３１

１４

△ １，０７０

△ ２，００５ １，９５５ △ ５０ ８１０ ７６０

△ ２，００５ １，９５５ △ ５０ ８１０ １６，２３１

２５，６７５ △ ４，４２１ ２１，２５４ １４，１３５ ３２９，２２１当 中 間 期 末 残 高

前 期 末 残 高

当 中 間 期 変 動 額

自 己 株 式 の 処 分

連 結 子 会 社 の 増 加 に よ る 減 少 額

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 中 間 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 中 間 期 変 動 額 合 計

剰 余 金 の 配 当

利 益 処 分 に よ る 役 員 賞 与

中 間 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

当 中 間 期 変 動 額 合 計

当 中 間 期 末 残 高

自 己 株 式 の 処 分

転 換 社 債 の 転 換

連 結 子 会 社 の 増 加 に よ る 減 少 額

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 中 間 期 変 動 額 ( 純 額 )

中  間  連  結  株  主  資  本  等  変  動  計  算  書

株   主   資   本

前 期 末 残 高

当 中 間 期 変 動 額

当中間期 (平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)

中 間 純 利 益

転 換 社 債 の 転 換

利 益 処 分 に よ る 役 員 賞 与

剰 余 金 の 配 当

その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計

(単位 百万円)

自 己 株 式 の 取 得

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

(単位 百万円)
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(単位 百万円)

中   間   連   結   剰   余   金   計   算   書

１４４，２４４

１０

２，７２４

２，３８９

３２４

１０８

７３，６４５

１０１，０３９

２７，２８５

４５，９２９

４

９８，５１８

２，４１３

３０，２８２

２７，８６３

５４，３３５

１，０７５

３２４

９，８０６

９，６９８

－

１，５４６

合 併 に よ る 増 加 額

資 本 剰 余 金 増 加 高

科 目
前 年 中 間 期

平成17年 4月 1日から
平成17年 9月30日まで

 ( 資 本 剰 余 金 の 部 )

転 換 社 債 の 転 換 に よ る 増 加 額

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

合 併 に よ る 増 加 額

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

４５，９２９

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

連 結 除 外 に 伴 う 減 少 額

６８，２３５

前 期

平成17年 4月 1日から
平成18年 3月31日まで

６８，２３５

－

１０８

１，４００

０

－

６９，７８２

１，５４６

連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 増 加 額

自 己 株 式 処 分 差 益

 ( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
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(単位 百万円)

税金等調整前中間(当期)純利益

減価償却費

有価証券売却益

退職給付引当金の増加額 (△減少額)

持分法による投資利益

売上債権の増加額

棚卸資産の減少額 (△増加額)

仕入債務の増加額

受取利息配当金

支払利息

役員賞与の支払額

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

固定資産の取得による支出

固定資産の売却による収入

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

貸付による支出

貸付金の回収による収入

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額

長期借入による収入

長期借入金の返済による支出

社債の償還による支出

自己株式の増加額

親会社による配当金の支払額

少数株主への配当金の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

６０，７７８

２２１

－

－

１１，００８

４９，５４８

１，１００

３３９

△ ２，８７２

△ １３７

－

△ １７

△ ８８６

２，２０８

２，８０７

△ ３４，１７４

３２１

△ ７０

６８

△ １０５

１，３７２

△ ３，２３８

－

△ ３２，６２３

４３５

△ ３

△ ３３１

△ １４，５３１

４３，７４２

１，０８２

△ １，８０３

５，５９４

５８，９９６

１，６９８

△ ５９０

６，８２８

△ １，０９１

△ ９，１０３

４，２４６

△ ７１１

△ ７２

２１，２４７

△ １１

３０，９６１

△ ４６２ ５，８２６

３５，４２５ ３５，４２５

９，４９１

２８４ １，１５３

△５，１３３

△

△

△

△

△

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

△

△

△

△

△△ ３６４

１７１

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

２，３０９

△

△

５１，８９５

３９，４０６

１，５７２

△

△

△

△

８，１２０

１３ ２８５

中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

科 目
前 期前 年 中 間 期

平成17年 4月 1日から
平成17年 9月30日まで

平成17年 4月 1日から
平成18年 3月31日まで

当 中 間 期

平成18年 4月 1日から
平成18年 9月30日まで

３５，６０７ ４９，５４８

３７４

１，０６１

２２，９６３

３２１

３２７

８，０４９

△

△

△

３４３

２，６６２

８２１

１，１３３

５，３６２

６５８

０

△

８，２９７

３６４

２，４８４

８７

８

１，０２０

△

３，６７９

△

３７，７３１

３７７

４５７

１，１３１

２３，３５５

２，４９８

６８，２３７

△ ６６５

△

９，４１１

３２

５１６

２０，１０６

△ ３０２

１６３

－ ５，６９８△

１２，６９８ ２８，９０３

１５，８９１ ４４，８０４

△ ２，８９２

１，０７５

－

３３

１９，６３２

△

１７０

△

△

１６，７５０

１４，２２６

３

－

２２，７４３ △ ２６，５８７

９△

△ ４，７２１

△

９５３

１，１３３

３７４ △

１５，１６４

６７２

７，４４６

△

－ ７，７３７

６４４ ６４４

９４

△ △ ２，３８９

△△ ５６

－ △ ８５

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 (△減少額)

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加額

Ⅷ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

Ⅸ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額

Ⅹ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高
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１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

(1) 連結子会社

連結子会社数は92社(国内 32社、海外 60社)であり、これらはいずれも主要な子会社であります。

主な会社名

(2) 持分法適用会社

持分法を適用する会社数は11社(国内 2社、海外 9社)であり、これらはいずれも主要な関連会社であります。

主な会社名

GKN DRIVELINE TOYODA MANUFACTURING LTD.

(3) 連結の範囲及び持分法適用の異動状況

連結子会社

  ・重要性の増による新規連結   ：   5社

JTEKT AUTOMOTIVE CZECH PILZEN, S.R.O.、研光電子(無錫)有限公司、光洋電子(無錫)有限公司、

KOYO JOINT (THAILAND) CO., LTD.、JTEKT KOREA CO., LTD.

持分法適用会社

  ・異動なし

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

法であります。

棚卸資産は主として総平均法による原価法であります｡

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・主として定率法

しております。

無形固定資産 ・・・定額法

採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

a.  貸倒引当金

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

一部の子会社の中間決算日は6月30日であるため、中間連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っており

JTEKT AUTOMOTIVE LYON S.A.S.、JTEKT AUTOMOTIVE DIJON SAINT-ETIENNE S.A.S.、

JTEKT AUTOMOTIVE VIRGINIA, INC.、KOYO STEERING (THAILAND) CO., LTD.、

TOYODA MACHINE WORKS (THAILAND) CO., LTD.、KOYO CORPORATION OF U.S.A.、

光洋機械工業㈱、豊興工業㈱、光洋シーリングテクノ㈱、㈱CNK、光洋サーモシステム㈱、

光洋電子工業㈱、光洋販売㈱、ダイベア㈱、宇都宮機器㈱、㈱豊幸、豊田バンモップス㈱、

JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-MORRISTOWN, INC.、JTEKT AUTOMOTIVE TENNESSEE-VONORE, CO.、

KOYO BEARINGS (EUROPE) LTD.、KOYO ROMANIA S.A.、TOYODA MACHINERY USA CORP.

富士機工㈱、三井精機工業㈱、SONA KOYO STEERING SYSTEMS LTD.、一汽光洋轉向装置有限公司、

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を

有価証券のうち、時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格に基づく時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)で、時価のないものについては、移動平均法による原価

ただし、工作機械等の仕掛品については個別法による原価法を採用しております。 

中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

ます。
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b.  投資損失引当金

非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計上しております｡

c.  役員賞与引当金

d.  品質保証引当金

して当中間期に対応する発生予想額を計上しております。

e.  退職給付引当金

において発生していると認められる額を計上しております。

f.  役員退職慰労引当金

(4) リース取引の処理方法

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(5) 消費税等の会計処理

税抜方式

４．中間連結株主資本等変動計算書に関する事項

当中間期 (平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)

(1)

前 期 末

319,394千株 

転換社債および新株予約権付社債の転換による増加

(2)

前 期 末

217千株 

単元未満株式の買取による増加

単元株式の市場への売却による減少

単元未満株主への売却による減少

(3)

a. 配当金支払額

株 式 の 種 類

普 通 株 式

b. 基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

株 式 の 種 類

普 通 株 式

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項

(1) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

期限の到来する短期投資からなっております。

8千株

1千株

平成18年9月30日

効 力 発 生 日

平成18年12月8日

平成18年6月30日

基 準 日

配当に関する事項

決 議

平成18年11月2日
取 締 役 会

利 益 剰 余 金 2,875百万円 9円00銭 

決 議 配 当 の 原 資 配当金の 総額 1株当たり配当額

平成18年6月29日
定 時 株 主 総 会

2,872百万円 9円00銭 平成18年3月31日

配 当 金 の 総 額 1株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

(注) 株式数の増減理由は次のとおりであります。

13千株

よび容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還

当中間期より、当社および一部の子会社は、役員の賞与の支出に充てるため、期末における役員賞与の見込額

に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

当社および一部の子会社は、製品納入後に発生する品質保証費用の支出に充てるため、過去の実績を基礎に

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金お

支給額のうち、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

当社および一部の子会社は、役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間期末

この変更により、営業利益、経常利益および税金等調整前中間純利益が、300百万円減少しております。

(注) 株式数の増減理由は次のとおりであります。

発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 増 加 減 少 当 中 間 期 末

普 通 株 式

-  319,749千株 

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 増 加 減 少 当 中 間 期 末

普 通 株 式 354千株 

354千株

13千株 9千株 222千株 
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(2) 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定

有価証券勘定

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

株式及び償還期間が3ヶ月を超える債券等

現金及び現金同等物

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

(表示方法の変更)

中間連結貸借対照表

△ 21 百万円

前       期

50,203 百万円

△ 587 百万円

△ 26
49,548 百万円

52 百万円

△ 686 百万円

前年中間期

36,272 百万円
当 中 間 期

61,334

百万円

百万円

57

60,778 百万円

47 百万円

35,607 百万円

百万円

△ 16 百万円
△ 695 百万円

当中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日

企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 この変更に伴う損益に与える影響は

ありません。 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は315,085百万円であります。

「連結調整勘定」は当中間期より「のれん」として表示しております。

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期における中間連結財務諸表は、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。
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１．事業の種類別セグメント情報

18年9月中間期 (平成18年4月1日から平成18年9月30日まで) (単位 百万円)

(1)

(2)

(注) ① 各事業区分は、製品の種類および販売市場の類似性等によっております。

② 各事業区分の主要製品等

 油圧パワーステアリングシステム、電動パワーステアリングシステム、

 その他ステアリングシステム

 ボールベアリング、ローラーベアリング、ベアリングユニット、

 その他各種ベアリング

18年3月期 (平成17年4月1日から平成18年3月31日まで) (単位 百万円)

(1)

(2)

(注) ① 各事業区分は、製品の種類および販売市場の類似性等によっております。

② 各事業区分の主要製品等

 油圧パワーステアリングシステム、電動パワーステアリングシステム、

 その他ステアリングシステム

 ボールベアリング、ローラーベアリング、ベアリングユニット、

 その他各種ベアリング

③

工作機械
等事業

研削盤、専用機、マシニングセンター、制御機器、工業用熱処理炉 等

1,216 

724,349 

機械器具
部品事業

ステアリング部門

駆動系部品部門  ドライブシャフト、４ＷＤ用電子制御カップリング、トルセン 等

ベアリング部門

事業区分 主  要  製  品  等

(243) 31,755 

営 業 費 用 381,642 

営 業 利 益 21,472 10,526 31,998 

477,033 (4,275)

(4,519) - 

509,032 (4,519) 504,513 

472,757 

計 403,114 105,917 

95,390 

セグメント間の内部売上高
177 4,341 4,519 

又 は 振 替 高

外部顧客に対する売上高 402,937 101,575 504,513 - 504,513 

売 上 高

連     結

売 上 高 及 び 営 業 損 益

機械器具
部品事業

工作機械
等事業

計
消      去
又は全社

ベアリング部門

駆動系部品部門

608,282 

売 上 高

売 上 高 及 び 営 業 損 益

724,349 - 116,066 外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高

営 業 費 用

営 業 利 益

計 (10,480)

機械器具
部品事業

工作機械
等事業

計
消      去
又は全社

609,499 125,330 734,829 

9,263 (10,480) - 

研削盤、専用機、マシニングセンター、制御機器、工業用熱処理炉 等

ステアリング部門

 ドライブシャフト、４ＷＤ用電子制御カップリング、トルセン 等
機械器具
部品事業

連     結

(163)

724,349 

679,725 

44,624 

577,813 112,228 690,041 (10,316)

31,685 13,102 44,787 

主  要  製  品  等

結売上高、営業損益の生じているセグメントの営業損益の合計額および全セグメントの資産の合計額に占める

事業の種類別セグメント情報については、従来、「機械器具部品」と「その他」に区分をおこない、全セグメントの連

事業区分

工作機械
等事業

セ   グ   メ   ン   ト   情   報

10,480 

「機械器具部品」部門の割合が90％超であったため記載を省略しておりましたが、平成18年1月1日付けの

豊田工機株式会社との合併により「工作機械等」部門の全セグメントに占める割合が高まったため、事業区分の

見直しをおこない18年3月期より事業の種類別セグメント情報を開示しております。
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２．所在地別セグメント情報

18年9月中間期 (平成18年4月1日から平成18年9月30日まで) (単位 百万円)

(1)

(2)

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、ドイツ、オランダ、イギリス、ルーマニア、ベルギー

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、マレーシア、韓国、オーストラリア、中国

(4) ・・・ パナマ、ブラジル、アルゼンチン

17年9月中間期 (平成17年4月1日から平成17年9月30日まで) (単位 百万円)

(1)

(2)

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国

(4) ・・・ パナマ、アルゼンチン、ブラジル

18年3月期 (平成17年4月1日から平成18年3月31日まで) (単位 百万円)

(1)

(2)

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、ドイツ、オランダ、イギリス、ルーマニア、ベルギー

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、マレーシア、韓国、オーストラリア、中国

(4) ・・・ パナマ、ブラジル、アルゼンチン

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

その他の地域

44,624 4,621 916 45,835 (1,211)営 業 利 益 37,889 △982 3,391 

724,349 

営 業 費 用 464,092 156,746 105,954 49,614 12,783 789,190 (109,465) 679,725 

- 
又 は 振 替 高

計 501,981 155,763 109,346 54,235 13,699 835,026 (110,676)

5,861 645 110,676 (110,676)
セグメント間の内部売上高

96,599 6,105 1,464 

外部顧客に対する売上高 405,381 149,657 107,881 48,374 13,053 724,349 - 724,349 

売 上 高

その他
の地域

計
消去又
は全社

連 結日 本 欧 州 北 米
ｱｼﾞｱ・
ｵｾｱﾆｱ

売 上 高 及 び 営 業 損 益

315,305 外部顧客に対する売上高 165,642 76,403 47,617 19,624 6,018 315,305 - 

売 上 高

連 結

売 上 高

売 上 高 及 び 営 業 損 益

外部顧客に対する売上高

その他
の地域

計

計
消去又
は全社

連 結

(75,102)

売 上 高 及 び 営 業 損 益

390 

7,380 

又 は 振 替 高
セグメント間の内部売上高

75,758 (75,758) - 62,276 

472,757 

22,421 947 3,121 4,955 966 32,411 (655) 31,755 

39,231 6,805 547,860 

営 業 利 益

営 業 費 用

7,771 580,272 (75,758) 504,513 

北 米
ｱｼﾞｱ・
ｵｾｱﾆｱ

350,900 98,242 79,168 44,187 

328,479 97,295 76,047 

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

日 本

その他の地域

欧 州

3,802 971 8,317 

504,513 - 504,513 288,624 94,440 78,197 35,870 

消去又
は全社

セグメント間の内部売上高
42,395 2,443 364 2,584 272 48,059 (48,059) - 

又 は 振 替 高

計 208,037 78,846 47,981 22,208 6,290 363,365 (48,059)

営 業 費 用 193,261 79,833 46,420 

315,305 

20,765 5,990 346,270 (47,972) 298,297 

その他の地域

17,007 14,776 300 17,095 (87)

欧 州

営 業 利 益 △986 1,561 1,442 

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

日 本 欧 州 北 米
ｱｼﾞｱ・
ｵｾｱﾆｱ

その他
の地域

計
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３．海外売上高

海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります。

18年9月中間期 (平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)

①

②

③

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、ドイツ、オランダ、イギリス、ルーマニア、ベルギー

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、マレーシア、韓国、オーストラリア、中国

(4) ・・・ 中南米

③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

17年9月中間期 (平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)

①

②

③

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、中国、オーストラリア、マレーシア、韓国

(4) ・・・ 中南米

③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

18年3月期 (平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)

①

②

③

(注) ① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

② 各区分に属する主な国又は地域

(1) ・・・ フランス、ドイツ、オランダ、イギリス、ルーマニア、ベルギー

(2) ・・・ アメリカ、カナダ

(3) ・・・ タイ、シンガポール、マレーシア、韓国、オーストラリア、中国

(4) ・・・ 中南米

③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

その他の地域

連 結 売 上 高 724,349百万円

連結売上高に占める
20.9% 15.5% 11.5% 2.6% 50.5%

海外売上高の割合

計
海 外 売 上 高 151,611百万円 112,172百万円 83,292百万円 18,410百万円 365,487百万円

欧       州 北       米 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域

計

欧       州 北       米 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計

欧       州 北       米 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

8,793百万円

連結売上高に占める
海外売上高の割合

連 結 売 上 高

60,521百万円 11,386百万円

その他の地域

連 結 売 上 高 315,305百万円

連結売上高に占める
24.6% 15.1% 10.4% 2.8% 52.9%

海外売上高の割合

166,725百万円

欧 州

北 米

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

その他の地域

海 外 売 上 高 77,527百万円 47,695百万円 32,709百万円

504,513百万円

18.8% 15.9% 12.0% 2.3% 49.0%

247,109百万円海 外 売 上 高 94,786百万円 80,414百万円
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18年9月中間期 (平成18年9月30日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位 百万円)

(1)

(2)

(3)

２．時価評価されていない主な有価証券 (単位 百万円)

 その他有価証券

17年9月中間期 (平成17年9月30日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位 百万円)

(1)

(2)

(3)

２．時価評価されていない主な有価証券 (単位 百万円)

 その他有価証券

18年3月期 (平成18年3月31日現在)

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位 百万円)

(1)

(2)

(3)

２．時価評価されていない主な有価証券 (単位 百万円)

 その他有価証券

合 計

非上場株式

マネー・マネージメント・ファンド

外国債券

種 類 連結貸借対照表計上額

8 

合 計 14,738 59,882 45,144 

そ の 他 57 65 

6 11 社 債 5 

45,129 

債 券

株 式 14,676 

5 9 4 

非上場株式

種 類

差 額
連結貸借対
照表計上額

30          

1,000          

1,284          

区 分 取 得 原 価

合 計

16,308 合 計

そ の 他 193 200 

5,527 21,836 

6 

55 77 22 社 債

差 額

債 券

株 式 5,278 21,558 

区 分

5,138          

30          

取 得 原 価

非上場株式

マネー・マネージメント・ファンド

外国債券

合 計

中間連結貸借
対照表計上額

900          

種 類 中間連結貸借対照表計上額

合 計

差 額取 得 原 価区 分
中間連結貸借
対照表計上額

株 式

債 券

そ の 他

14,790 57,120 

57 62 

社 債

有     価     証     券

16,280 

マネー・マネージメント・ファンド

優先出資証券

5 

14,728 57,047 42,319 

42,329 

900          

4,754          

6,069          

中間連結貸借対照表計上額

254          

59,805 

3,823          

30          
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